
【これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。】 

令和６年１月 29 日 

7 時 00 分現在 
 

令和６年能登半島地震に係る農林水産関係の被害・対応状況 
（畜産関係抜粋） 

 
〇 農林水産関係の被害  
 

石川県 

畜産農家で断水 42 件、施設損壊 43 件（損壊に伴う家畜被害３
件）、道路損傷 21 件（うち農場への出入り不可４件（停電・断水
の可能性あり））、県施設（農業試験場及び畜産試験場）のガラス
破損・堆肥舎の一部破損・一部地盤陥没、放牧場の施設で一部破
損、畜産センターで断水・施設一部破損・土砂流出、食肉センタ
ーで一部損傷・地盤陥没（作業に支障なく１月８日から屠畜開
始）、北部家畜保健衛生所・北部家畜保健衛生所能登駐在で施設一
部損壊・断水等 

新潟県 
鶏舎の集卵配送ラインの破損等（復旧済み）、農作業場 210 棟

で被害、ポンプ小屋が液状化による沈下、採卵鶏の飼料タンクの
破損、養豚場で浄化槽の排水処理管破損 

富山県 

鶏舎の敷地内斜面崩落、格納庫(鶏卵保管場所)地盤沈下、農作
業場ガラス破損、豚舎の基礎損傷、豚舎床の損傷、豚舎の天井梁
に亀裂等、堆肥舎２か所で駐車場法面土砂崩れ・機械破損等、食
肉流通施設で路面地盤沈下・亀裂・配管・側溝損傷・屋根板落下 

福井県 養鶏施設の給水設備でポンプの故障 

 
〇 食料支援の対応状況  

令和６年 1月 28 日現在 

品 目 累計数量 

飲料 ＬＬ(ロングライフ)牛乳 3,024 本 

 

乳児用ミルク 

粉ミルク 648 点 

液体ミルク 6,820 点 

（小計） 7,468 点 

 
〇 地方公共団体等に関する情報提供 
 
＜令和６年１月３日（水）＞ 
・畜産局が飼料関係団体等に対し「令和６年能登半島地震により経営への

影響を受ける畜産経営者に対する飼料代金の支払猶予について」を通知 
＜令和６年１月４日（木）＞ 

・畜産局が北陸農政局に対し「令和６年能登半島地震発生に伴う家畜の
飼養管理及び停電対応等について」を通知 

＜令和６年１月 12 日（金）＞ 
・畜産局が配合飼料価格安定制度の基金団体等に対し「令和６年能登半

島地震に伴い経営への影響を受ける畜産農家に対する、配合飼料価格
安定制度に係る通常補塡基金の積立の猶予等について」を通知 

資料３ 



・被災した⼭林施設の早期復旧を⽀援（激甚指定による災害復旧の
国庫補助率の嵩上げ（林道83%→93%※）等）

・航空レーザ計測による⽬視では確認困難な被害状況の調査実施

・⼭地災害発⽣の危険性が⾼い荒廃地における
治⼭対策・森林整備を⽀援（補助率1/2等）

・被災した⽊材加⼯流通施設、
特⽤林産振興施設等の復旧・整備等
を⽀援（補助率1/2）

・被災林業者、⽊材産業者への⾦融⽀援（貸付当初10年間の実質無利⼦化、
農林漁業セーフティネット資⾦等の貸付限度額の引上げ 等）

・地域の将来ビジョンを踏まえた復旧⽅針検討、⽔産基盤の被害実態の緊急調査等の被害
状況調査を早期に⾏い、災害復旧事業等による漁港、海岸等の早期復旧を⽀援
（激甚指定による補助率嵩上げ︓漁港等の公共⼟⽊施設70％→83％※）、（査定前着⼯
制度の活⽤、机上査定限度額引上げによる査定効率化）

・災害復旧と連携した⾥海資源を活かした海業振興等の漁港機能
強化対策等を実施（補助率1/2等）

・漁業者等による漁場の復旧の取組を⽀援（定額）
・漁船・漁具、養殖施設の復旧に向けた取組や、荷さばき施設、
冷凍冷蔵施設等の⽔産業共同利⽤施設の復旧、加⼯原料の確保
に向けた取組等を⽀援（補助率1/2等）

・被災漁業者等の漁業の再開までの間、他の漁船や他地域の
漁業者等が被災漁業者等を⼀時的に雇⽤して⾏う研修を⽀援
（最⼤18.8万円/⽉、２年間）、被災漁業者等への⾦融⽀援（貸付当初５年間の
実質無利⼦化、農林漁業セーフティネット資⾦等の貸付限度額の引上げ 等）

【営農再開に向けた支援】

・農業共済加⼊者への共済⾦の早期⽀払、収⼊保険に係る無利⼦のつなぎ融資
・⽔稲作継続、他作物への作付転換のための種⼦・種苗の確保、農業⽤ハウス資材の導⼊、農作業
委託、集出荷施設等の簡易補修等を⽀援（補助率1/2等）

・被害果樹の植替えや、これにより⽣ずる未収益期間に要する経費を⽀援（補助率1/2等）
・畜舎等の簡易な補改修、繁殖⽤の⽜・豚の再導⼊を⽀援(補助率1/2)
・畜産⽤の発電機や揚⽔ポンプの借上げ、乳房炎治療、飼料の緊急運搬等を⽀援(補助率1/2等)
・被災農家等の柔軟な雇⽤による⼈⼿や就業の場の確保、技術研修等の実施を⽀援(最⼤120万円/年)

被災者の⽣活と⽣業（なりわい）⽀援のためのパッケージ（農林⽔産関係）【令和６年能登半島地震】について（概要）

営農再開に向けた道筋

林野関係に対する⽀援

【地域の意向を踏まえた農地等の早期復旧等】
・地域農業の将来ビジョンを⾒据えた復興⽅針の検討、農地
や農業⽤施設の復旧と⼀体的に⾏う⽔管理の効率化、排⽔
能⼒の向上、景観にも配慮した棚⽥の復旧や観光とも連携
した持続可能な⾥⼭づくり等を⽀援

・激甚指定による災害復旧の国庫補助率の嵩上げ
（農地85%→96%※、農業⽤施設94%→98%※）

・机上査定限度額の引上げによる災害査定の効率化
・査定前着⼯制度の活⽤による早期復旧の⽀援
【災害関連資金の特例】

・被災農業者等への⾦融⽀援（貸付当初５年間の実質無利⼦化、
農林漁業セーフティネット資⾦等の貸付限度額の引上げ 等）

⽔産関係に対する⽀援

〇 地域の将来ビジョンを見据えて、農林漁業者の一日も早い生業の再建や世界農業遺産の里山里海等のブランドを活かした創造的復興に向け、被災した
棚田等の農地や農業用施設、畜舎、林地・林道、漁船、漁港施設等を早期に復旧し、農林水産業の再開に向けた必要な対策を講じる。

〇 被害が甚大な水産業について、地域の将来ビジョンを踏まえた復旧方針の下、直轄代行も含めた人的・技術的支援を組み合わせて、復旧・復興を図る。

大規模な山腹崩壊

ため池の被害

【機械、ハウス、畜舎等の再建等への支援】
・農業⽤機械、農業⽤ハウス・畜舎等の再建・修繕等を⽀援
補助率︓農業⽤ハウス︓共済⾦の国費相当額と合わせて1/2

農業⽤機械・畜舎等︓1/2
・共同利⽤施設や卸売市場等の再建・修繕等を⽀援（補助率1/2等）

※過去５か年の実績の平均

漁港の被害(海底地盤隆起)、
漁船の座礁

※過去５か年の実績の平均

※過去５か年の実績の平均

被災前の棚田の風景（白米千枚田）畜舎の損壊
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被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ 

（農林水産関係） 

 

令和６年１月 25 日 

農林水産省 

環 境 省 

総 務 省 

 

 令和６年能登半島地震は、農地・農業用施設、畜舎や山林施設等の損壊、大規模

な山腹崩壊や漁港、漁場等の損壊等が発生し、地域の農林水産業に甚大な被害をも

たらしている。こうした中、地域の将来ビジョンを見据えて、世界農業遺産の里山

里海等のブランドを活かした創造的復興に向け、被災された農林漁業者の方々が一

日も早い生業の再建に取り組めるよう、以下の対策を速やかに講じる。 
 
１ 災害復旧事業の促進 
（１）農地・農業用施設、共同利用施設、山林施設及び漁港施設等の農林漁業関係

施設の被害に対して、査定前着工制度の関係地方公共団体等への周知、農林水

産省職員の現地への派遣による技術的支援等を行いつつ、災害復旧事業等によ

り、早期復旧を支援。 
 
（２）農地・農業用施設、林道、共同利用施設及び漁港施設等の公共土木施設の災

害復旧事業を対象として「大規模災害時における農林水産業施設及び公共土木

施設災害復旧事業査定方針」に基づき、机上査定上限額の引上げ等による災害

査定の効率化を実施。 
 
２ 共済金等の早期支払等 

（１）農業保険について、関係団体に以下のとおり要請済み。 

  ① 農業共済の加入者に対する被害の早期査定と共済金の早期支払及び共済掛

金の払込期限の延長等 

  ② 収入保険の加入者に対する無利子のつなぎ融資の周知及び保険料等の納付

期限の延長等 

 

（２）漁業共済・漁船保険について、被害の早期査定と共済金等の早期支払を関係

団体に要請済み。 
 
３ 災害関連資金の特例措置 
（１）被災農林漁業者等の運転資金の調達を支援するため、以下のとおり対応。 

① 農林漁業セーフティネット資金の貸付限度額を「600 万円又は年間経営費

等の 12分の 6」から「1200万円又は年間経営費等の 12分の 12」に引上げ 
② 農林漁業セーフティネット資金、農業近代化資金等の災害関連資金に係る
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貸付当初５年間の実質無利子化等 
③ 災害関連資金の実質無担保・無保証人での貸付け 

④ 農業近代化資金等の借入れについて、農業信用基金協会等の債務保証の実

質無担保・無保証人での引受け及び引受当初５年間の保証料を免除 
 

（２）被災した農林漁業用施設等を復旧するための施設資金の調達を支援するた

め、以下のとおり対応。 
① スーパーL 資金、農林漁業施設資金、農業近代化資金等の災害関連資金に

係る貸付当初５年間の実質無利子化等 
② 災害関連資金の実質無担保・無保証人での貸付け 
③ 農林漁業施設資金の貸付限度額を「負担額の 80％又は１施設 300 万円（特

認 600万円）」から「負担額の 100％又は１施設 1200万円」に引上げ 
④ 農業近代化資金等の借入れについて、農業信用基金協会等の債務保証の実

質無担保・無保証人での引受け及び引受当初５年間の保証料を免除 
 

（３）このほか、被災農林漁業者等が意欲を持って経営を再開できるよう、関係金

融機関に以下のとおり要請済み。 

① 新規融資に際しての円滑な融通 
② 既往融資に関して、償還猶予などの適切な措置 
 

４ 農業用機械、農業用ハウス・畜舎、共同利用施設等の再建・修繕への支援 
（１）農地利用効率化等支援交付金（被災農業者支援タイプ）を発動し、農業用機

械・加工用機械、農業用ハウス・畜舎等の再建・修繕に要する経費及び再建の

前提となる倒壊した農業用ハウス等の撤去に要する経費を助成。(別紙参照） 

今回の地震により地域の基幹産業である農業が甚大な被害を受けているとと

もに、農業者の生活基盤も甚大な被害を受けていることに鑑み、産地の営農再

開及び食料の安定供給に万全を期すため、以下のとおり、地方公共団体の復旧

支援を後押しするための特例的な措置を講ずる。 
  ・ 農業用ハウスについて、園芸施設共済加入の場合は共済金の国庫相当額を

合わせて事業費の２分の１相当（共済非加入の場合は、共済加入者への補助

率が上限）を支援するほか、農業用ハウスの補強に要する経費を助成。 
  ・ 農業用機械・畜舎等について、被災後もやめることなく再開しようとする

者として市町村が認める者に対して補助率を引き上げて事業費の２分の１を

支援。 
  ・ 撤去については、地方公共団体が費用負担することを前提に助成。 

・ 再建・修繕の場合に、併せて自己負担で規模拡大等を行うことや、被災地

での再建が困難な場合における施設の設置箇所の移動は可能。 
・ 撤去については、市町村が実施する環境省の災害廃棄物処理事業の対象と

なり得るが、農業者が速やかに撤去し経営を再建しようとする場合には、本

事業の利用が可能。 
 
（２）被災した共同利用施設（集出荷施設、乾燥調製貯蔵施設、乳業工場、食肉処
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理施設、GP センター、家畜市場等）や卸売市場等の再建・修繕や、再建の前提

となる損壊した施設の撤去等に要する経費を助成。(別紙参照） 
 
５ 営農再開に向けた支援 
（１）水稲が作付け可能な場合には、被災地外からの種子・種苗の供給等、水稲作

継続のための体制確保を支援。 
 
（２）被災により水稲作付けが困難となり、大豆など他の作物への作付転換や野菜

等の再播種・再定植を余儀なくされた場合に、種子・種苗の購入、農作業委託

等に要する経費を助成。(別紙参照）併せて、水稲から他作物に作付転換した場

合は、水田活用の直接支払交付金等の対象となることを周知。 
 

（３）被災を機に作物転換や規模拡大に取り組む産地に対し、簡易な農業用ハウス

の設置に必要な資材導入や農業機械等のリース導入に要する経費を助成。(別

紙参照） 
 

（４）被災した集出荷施設等における簡易な補修、手作業による選果、他の集出荷

施設等への農産物の輸送に要する経費を助成。(別紙参照） 
 

（５）被害果樹の植替えや、これにより生ずる未収益期間に要する経費を助成。 
 
（６）被災した畜産農家の資金繰りを支援するため、以下のとおり対応。 

  ① 肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）、肉豚経営安定交付金（豚マル

キン）における生産者積立金の納付猶予や肉用子牛生産者補給金制度におけ

る生産者負担金の納付期限の延長等 
② 鶏卵生産者経営安定対策事業における生産者負担金の減額等 

③ 経営悪化で負債償還に支障が生じた経営体に対し、緊急的に資金を援助 
 
（７）被災した畜産農家の経営継続を支援するため、以下のとおり対応。 

① 簡易畜舎の整備、畜舎や機械等の簡易な補改修、土砂・がれき等の撤去、

代替飼料の購入、乳房炎治療、発電機や揚水ポンプの借り上げ等に要する経

費を助成 
② 被災家畜の避難・預託、繁殖用の牛・豚の再導入を支援 
③ 酪農ヘルパーの被災農家への出役を支援 
④ 配合飼料の供給が困難になった地域に対する配合飼料の緊急運搬を支援 
 

（８）被災した畜産農家等の地域ぐるみでの経営再開、体質強化を進める取組（施

設の整備、機械の導入等）に要する経費を助成。 
 

（９）就農支援関連事業については、被災により農作業を行えない場合、復旧作業

を研修や農業生産等の従事日数に加えられること、一定の研修や農業生産等の

従事日数を確保できない場合には、当該休止期間に相当する期間、交付期間を
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延長することができる等の取扱いについて周知。 

 
６ 被災農業法人等の雇用の維持のための支援 
（１）被災農業者等の施設等の復旧までの間、他の農業法人等が被災農業者等を一

時的に雇用して研修する場合にも資金を交付できるよう弾力的な運用を実施。 
 
（２）被災農業法人等が、施設等の復旧までの間、従業員を他の農業法人等に研修

目的で派遣する場合にも必要な経費を助成できるよう弾力的な運用を実施。 
 

７ 農地・農業用施設等の早期復旧等の支援 
（１）余震や今後の豪雨等により、ため池等の農業水利施設等が損壊し人命・農地

等に被害発生が想定される被災地域において、施設の機能を診断する、又は今

後の災害を未然に防止するために緊急的に必要な点検・調査、補修等の対策を

支援。 

 
（２）損壊等の被害を受けた農地周りの小規模な水路等の集落による補修を支援。 
 
（３）被災地における鳥獣被害防止施設等の再整備を支援。 

 
（４）被災地における農家や土地改良区の負担軽減を図るため、土地改良事業の農

家負担金に対して利子助成を行うとともに、被災した土地改良区の業務運営体

制の復旧等に対して支援。 

 

（５）震災の影響を受けた地域において、地域農業の将来ビジョンを見据えた復興

方針の検討、農地や農業用施設の復旧と一体的に行う水管理の効率化、排水能

力の向上、景観にも配慮した棚田の復旧や観光とも連携した持続可能な里山づ

くり等を支援。 

 

８ 林野関係被害に対する支援 
（１）被災した山林施設の早期復旧に向け、農林水産省職員の現地派遣、机上査定

上限額の引上げ等による災害査定の効率化を実施。 

 

（２）航空レーザ計測により、目視では確認困難な山地の亀裂、小崩壊などの被害

状況を詳細に把握・分析。 

 

（３）被災した山林施設の復旧・整備とともに、災害発生の危険性が高い荒廃地に

おける治山対策・森林整備を支援。 
 
（４）被災した木材加工流通施設、特用林産振興施設等の復旧・整備や毀損した施

設の撤去等を支援。(別紙参照） 

 
（５）被災した林業者・木材産業者の円滑な資金繰りの確保に向け、以下のとおり
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対応。 
 ① 被災した林業者が借り入れる農林漁業セーフティネット資金、農林漁業施設

資金等の災害関連資金（日本公庫資金）を貸付当初 10 年間実質無利子化 
 ② 被災した林業者が借り入れる災害関連資金（日本公庫資金）について、実質

無担保・無保証人で貸付け 
 ③ 被災した林業者・木材産業者が農林漁業信用基金の債務保証を活用して民間

融資機関から資金を借り入れる際、引受当初５年間の保証料を免除 
 
９ 水産関係被害に対する支援 

被害が甚大な水産業について、地域の将来ビジョンを踏まえた復旧方針の下、

直轄代行も含めた人的・技術的支援を組み合わせて、復旧・復興を図る。 
 

（１）漁港、漁場等の復旧に向けて、以下のとおり対応。 
  ① 被害を受けた農林水産業施設の災害復旧事業等を実施 

② 水産基盤の復旧・復興事業の迅速かつ実効的な実施に向け、地域の将来ビ

ジョンを踏まえた復旧方針検討、被害実態の緊急調査、地盤隆起等を考慮し

た復旧・復興対策の立案、漁港施設・海岸保全施設等設計条件見直しを実施 
③ 災害復旧と連携した里海資源を活かした海業振興等の漁港機能強化対策、

漁場生産力回復対策、漁業集落の防災機能強化対策等を実施 
 

（２）漁場の再生・回復に向けて、低下した漁場の機能や生産力の再生・回復を図

るため、漁業者等が行う漁場の状況を把握するための調査、漂流・堆積物の除

去、漁場環境の改善の取組を支援。 
 

（３）漁業の再開に向けて、被災した漁船・漁具の復旧を図るため、漁業協同組合

等が行う漁船等の導入の取組を支援。 
 
（４）養殖業の再開に向けて、被災した養殖業者が行う養殖生産用の資機材等の導

入を支援。 
 
（５）産地市場、加工施設の再建に向けて、以下のとおり対応。 
  ① 被災した漁業者等の共同利用施設等（荷さばき施設、加工施設、冷凍冷蔵

施設、製氷施設、養殖施設等）の整備を支援（別紙参照） 
② 激甚法に基づく被災した漁協等が所有する水産業共同利用施設の復旧を支

援 
③ 被災地域の漁港から原材料を調達していた水産加工業者が引き続き安定的

に他の国産原材料を調達できるよう調整保管に要する保管料、運搬料等を支

援 
 
（６）被災漁業者等の漁業の再開までの間、他の漁船や他地域の漁業者等が被災漁

業者等を一時的に雇用して行う研修等を支援できるよう弾力的な運用を実施。 
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（７）新規漁業就業者に対する長期研修について、被災による漁ろう作業を行えな

い場合、復旧作業を研修の日数に加えられること、一定の研修日数を確保でき

ない場合には、当該休止期間に相当する期間、研修期間を延長することができ

る等の取扱いを周知。 
 
（８）漁業者の金融対策、漁協の経営再建に向けて、以下のとおり対応。 
  ① 被災漁業者等を対象として、漁業近代化資金、日本政策金融公庫資金の貸

付金利を実質無利子化 
② 農林漁業セーフティネット資金等の災害関連資金（日本公庫資金）を実質

無担保・無保証人で貸付け 
③ 漁船建造資金や漁協の復旧資金等について、無担保・無保証人融資を推進

するため漁業信用基金協会に対し支援等 
④ 漁協等が経営再建のために借り入れる資金の実質無利子化・無担保・無保

証人化、保証料助成 
 

10 食品事業者に対する支援 

  被災した食品事業者に対しては、中小企業庁と連携し、事業再建に向けた取組

を支援。 
 

11 災害廃棄物処理事業の周知 
  被災した農業用ハウス等の農林水産関係の災害廃棄物は、生活環境保全上支障

がある場合、市町村が実施する災害廃棄物処理事業の対象になり得ることについ

て、市町村廃棄物担当部局に周知。 
 

12 地方財政措置による支援 

  関係地方公共団体における対応等の実情を十分に踏まえ、地方公共団体の財政

運営に支障が生じることがないように、上記の対策の内容に応じ、地方財政措置

で適切に対応。 
 
※ １の（１）、４の（１）及び（２）、７の（２）、８の（４）、９の（３）等

については、関係地方公共団体における対応等の実情を十分に踏まえ、地方公共

団体の財政運営に支障が生じることのないよう、これらの対策の内容に応じ、地

方財政措置で適切に対応する。 
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（別紙） 
 
 

農業用機械、農業用ハウス・畜舎、共同利用施設等の再建・修繕の事前着工

等における留意事項 
 
 
農業用機械、農業用ハウス・畜舎、共同利用施設等の再建・修繕の事前着工等に

ついては、それぞれの農林漁業者ごと（共同利用施設等の場合は施設ごと）に次の

資料を保存しておいていただくようにお願いします。 
 
（１）施設等の被害の状況がわかる書きものや写真等 
   
（２）事業の対象となる取組に係る発注書、納品書、請求書などの書類 
 
（３）種苗購入や資材購入、他の集出荷施設等に農産物の輸送等を行った場合の発

注書、納品書、請求書などの書類 
 
 
＜関係事業＞ 
○農地利用効率化等支援交付金（被災農業者支援タイプ） 
○強い農業づくり総合支援交付金 
○農山漁村振興交付金 
○持続的生産強化対策事業 
○被災木材加工流通施設等復旧対策 
○水産業共同利用施設緊急復旧整備事業 
 




